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１　趣　旨
この内規は、木島平村（以下「村」という。）において活動する社会教育法第10条に定義された社会教育関係団体が、地域社会及び地域住民のために行うスポーツ振興や芸術・文化等の発展に寄与するために行う事業について、その意義を認識するとともに、社会教育に関する事業をより一層推進することを目的として、当該団体の認定及び施設の使用について必要な事項を定める。
	社会教育法第10条に定義された社会教育関係団体（社会体育団体を含む）とは、法人であると否とを問わず、公の支配に属しない団体で、社会教育に関する事業を行うことを主たる目的とするものをいう。


２　認定の要件
木島平村社会教育関係団体（以下「社会教育団体」という。）として認定する団体は、次の要件すべてを満たした団体とする。
	（１）おおむね10人以上で構成された団体（文化団体は5人以上）で、必ず責任者となる成人が一人以上含まれる団体

（２）組織的かつ継続的に活動している団体で、次のいずれかに該当する団体

ア．スポーツ活動を通じて競技の普及および競技力の向上、体力づくり及び健康づくりをめざすもので、村等が主催する大会及び事業等を積極的に支援し、単に遊戯的な活動をする集まりでないもの。

イ．芸術文化活動を通じて文化の創造及び伝承等の活動を行うため、芸術文化協会等に所属しながら地域づくりをめざすもので、村等が主催する行事等を積極的に支援し、単に遊戯的な活動をする集まりではないもの。

ウ．社会教育事業に関連する活動を行い、村等が主催する行事等を積極的に支援し、単に遊戯的な活動をする集まりではないもの。

（３）構成員が村内に住所を有する人、または村内の事業所に勤務する人が半数以上である団体

（４）主たる活動の中心を村内としている団体
（５）申請代表者は、村内に住所のある在住者としている団体


３　認定の決定
社会教育団体として認定する団体の決定については、社会教育委員（公民館運営審議会委員）をもって構成された認定審査会を経て、木島平村教育委員会（以下「教育委員会」という。）が決定する。
ただし、前述の認定の要件を満たさない団体であっても、村及び教育委員会が実施する事業並びに公的団体（公民館、体育協会、芸術文化協会、育成会など）が実施する事業及び村が業務委託して実施する事業について、要請に応じてボランティアとして年間10人以上出役をする場合については、社会教育団体として認定することができる。

４　申請の方法
社会教育団体として登録を希望する団体は、あらかじめ社会教育関係団体登録（変更）申請書（内規様式第１号）、社会教育関係団体構成員名簿（内規様式第２号）及び社会教育関係団体活動計画書（内規様式第３号）を教育委員会へ提出しなければならない。

５　認定証の交付
（１）社会教育団体として認定を受けた団体には、木島平村社会教育関係団体認定証（以下「認定証」という。）を交付する。

（２）認定証の交付を受けた団体は、次の事項を守らなければならない。

① 各施設の使用申込み及び使用時には必ず携帯し、施設管理者の求めに応じて提示すること
② 登録内容に変更が生じた場合は、直ちに変更前の認定証を教育委員会へ返却し変更手続きを行うこと
③ 認定証を紛失したときは、直ちに教育委員会へ連絡すること
（３）認定証を紛失した場合の手続きは、社会教育関係団体登録認定証紛失届（内規様式第４号）をもって行う。
（４）認定証の再発行に係る費用は、社会教育団体の負担とする。
６　認定の取消し

（１）社会教育団体として認定を受けた団体が、村が定めた各施設に関わる条例及び規則等を順守できない場合及び次の理由に該当する場合、認定審査会において審査し認定を取り消すものとする。

① 社会教育団体としてふさわしくない行動等があった場合（清掃・片付け、喫煙、風紀など）
② 施設使用にあたり虚偽の申請により使用した場合（使用時間、使用内容、使用方法など）

③ 申請及び届出に係る書類に虚偽の記載があった場合

④ 支援及びボランティア等の要請に応じない場合

⑤ 指定された期日までに書類の提出や使用料等の支払いがない場合
⑥ 変更等により必要な報告を直ちに行わなかった場合
⑦ 社会教育関係団体からの登録抹消の願いがあった場合
（２）認定の取り消しとなった団体は、直ちに認定証を木島平村教育委員会へ返却しなければならない。

（３）認定の取り消しとなった団体は、取り消しとなった年度内において社会教育団体として認定申請することはできない。

７　認定の有効期間
（１）社会教育団体として認定される有効期間は、認定を受けた日からその年度の終わりまでとする。
（２）社会教育団体として認定を希望する団体は、認定内容に変更等が無い場合においても、毎年度教育委員会が指定する期日までに所定の書類により申請の手続きをしなければならない。
（３）指定の期日までに書類の提出がない団体については、社会教育団体認定の希望がないものとして処理する。
８　施設の使用に関する措置
（１）村が所有する社会教育施設、社会体育施設及び学校体育施設（以下「社会教育関係施設」という。）を社会教育関係団体が使用するにあたり、当面の間、次の措置を適用する。

① 村及び学校等の公的行事を除いて社会教育関係施設の予約を優先できること
② 社会教育関係施設の使用料を減免率100分の100以内の範囲において減免できること
③ 社会教育関係施設の照明使用料及び冷暖房器具を表１の範囲において減免できること
（表１）照明使用料及び冷暖房器具の減免

	
	減　免　率
	対　　　　　象

	Ⅰ
	100分の100以内
	①村、教育委員会、公的団体等が実施する事業

②主たる構成員が中学生以下の人で構成された団体

③村内の保育園、小学校、中学校の関係機関（ＰＴＡ活動等）が使用するとき

④その他特別な理由があると管理者が認めたもの

	Ⅱ
	100分の50以内
	①社会教育関係団体が使用する場合

②その他特別な理由があると管理者が認めたもの


※表１のⅡについては、経過措置として減免率を、平成17年度は100分の80、平成18年度以降は100分の50とする。
（２）社会教育関係団体が施設を経常的に連続して使用する場合は、各施設の使用承認申請書を社会教育関係団体施設使用予定表（様式第６号）に代えて使用することができる。
ただし、前述の使用予定表は、年度内に3回（4カ月に1度）以上、教育委員会へ使用前に提出しなければならない。

９　使用料の納入

（１）施設を使用する社会教育関係団体は、村が発行する納入通知書により、指定の期日までに前納しなければならない。

（２）指定の期日までの納入が確認されなかった場合は、施設の予約を取り消したものとして処理する。

10　施設予約の変更及び取り消し

（１）予約した施設の変更及び取り消しは、使用前7日までに行わなければならない。
（２）前項の規定に従わず、連絡のなかったものについては使用したものとして処理する。
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